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はじめに

韓国には今まで、生まれ育った地域、386世代 1 とMZ
世代 2、高齢者世代と若者世代の間で政治的な考えや意
識の対立があった。

しかしながら、近年は既存の対立に加えて若者世代の
男女の間で対立が激しくなっている。若者世代の男女の
対立は労働市場に参加するための「生存の戦い」である。
中小企業、非正規労働者、労働組合のない企業などの「第
二次（secondary）労働市場」と比べて相対的に処遇水準
や労働環境が良い大企業、正規労働者、労働組合のある
企業などの「第一次（primary）労働市場」に入るため
に、彼らはスペックを競い合う。

2000年代には学歴、成績、TOEIC、海外への語学研修
経験、資格の 5 大スペックが就職の必須条件だったが、
2010 年代には 5 大スペックにボランティア活動、イン
ターンシップの経験、受賞経歴を加えた 8 大スペックが
基本になった。そして、最近は8大スペック以上のスペッ
クを準備している若者も増えている。

ただでさえ第一次労働市場の供給が需要を上回る中、
女性の社会進出によってますます供給が高まり、若者世
代の男女間競争が激化しているのが現状だ。就職をする
ためにキャンパスのロマンを諦め、学業に邁進し、ス
ペックを積んでいるにもかかわらず、当たり前だと思っ

た就職ができず、多くの若者が非正規職としてキャリア
をスタートしている。その結果、自分の労働市場での「生
存」を妨げる者は皆「敵」だと考える若者が多くなった。

男性、特に若い男性の中には、就職難の原因が積極的
雇用改善措置などの女性活躍政策の推進にあると考える
人が多い。一方、若い女性の間では、男性の就職難の原
因を積極的雇用改善措置等の制度に求めることは不適切
だという意見が多い。むしろ、大学の成績や就職試験に
おいては女性が圧倒的に優位であるのに、それが企業の
採用状況に反映されておらず、女性の多くが労働市場に
進入する機会を奪われていると主張している。

韓国における若い男女間の対立は暴言や暴行、そして
国民請願までつながっている等益々深刻化している。本
稿では韓国における女性の労働市場参加や若い世代の男
女間の対立の現状について論じたい。

第 1節 　学歴中心の韓国社会と若者がおかれてい
る労働市場の現状

若者は国の未来だと言われているが、韓国社会におい
て若者を取り巻く環境はあまりにも厳しい。世界一厳し
いと言われる受験戦争を終え、大学に進学しても理想の
仕事を見つけることが難しく、多くの若者が失業状態に
置かれていたり、パートやアルバイト等の非正規労働者
として社会に向かって足を踏み出している。

韓国における大学進学率は、2008年に 83.8％で頂点に
到達してから低下傾向にあり、2011年には72.5％まで急
速に低下した。2011年に大学進学率が大きく低下した理
由は 2010 年までに大学合格者を基準にした大学進学率
の計算基準が 2011 年からは実際の入学者に変わったか
らである。その後も大学進学率は低下傾向を見せたもの
の、2018年以降は再び大学進学率が上昇している。男女
間の大学進学率を見ると、女性の大学進学率は2005年か
ら男性を上回り、2020 年現在でも 76.1％で男性の 69.3％

1 386 世代とは、1990 年代に年齢が 30 代で、1980 年代
に大学生活を送り民主化運動にかかわった 1960 年代
に生まれた者を指しており、（30 代、80 年代、60 年代
の 3,8,6 を取って 386 世代と称する）現在はほぼ 50 代
になったことで、最近では586世代とも呼ばれている。

2 1980 年代半ばから 1990 年代初頭に生まれた「ミレニ
アル世代」と 1990 年代後半から 2010 年代までに生ま
れた「Z 世代」。
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より高い水準を維持している（図 1）。
韓国では、将来の夢が大学の専攻とはまったく関係が

なくても、将来何が起きるか分からないので、まるで保
険に加入するように大学に進学し保険料の代わりに高い
授業料を払っている。また、大卒者が多数を占めている
社会的構造の中で大学を出ないと仲間の輪に入れず、孤
立しやすいことや大卒者と高卒者の間に存在する賃金格
差なども、大学進学率を高める要因になっている。

大学に進学した若者の多くは就職活動でより有利な立
場になるために、在学中に就職に役に立ちそうなスペッ
ク積みに熱中する。スペック（SPEC）とは、Specification
の略語で、就職活動をする際に要求される大学の成績、
海外語学研修、インターン勤務の経験、ボランティア活
動、各種資格、TOEICなど公認の語学能力証明などを意
味する。2000 年代には大学名、大学成績、TOEIC 成績、
海外への語学研修経験、資格証といういわゆる 5 大ス
ペックが就職するための必須条件であったが、2010年代
前半には既存の 5 大スペックにボランティア活動、イン
ターンシップの経験、受賞経歴が加わった 8 大スペック
が基本になった。さらに、2010 年代後半からは 8 大ス
ペックに整形手術と人間性 3 が加わり10大スペックを用
意する必要性が高まった。

しかしながらこのようなスペックを用意しても若者が
就職することはなかなか厳しい。韓国における 20 ～ 29
歳の若者の失業率は 2020 年の 9.0％から 2021 年には
7.7％に改善した。新型コロナウイルスのパンデミックに
よる落ち込みからの反動増の側面が強く、政府の財政支
出が雇用を押し上げていること、人口構造的に若者人口
が減少していること等が失業率改善の主な理由である。
しかしながら、2021 年の若者の失業率は全体失業率

3.8％より2倍以上高く、同時点の日本の20～ 24歳と25
～ 29 歳の失業率 4.8％と 4.2％を大きく上回っている。

さらに問題であるのは、実際の失業率は統計上の失業
率を上回っている可能性が高いことである。その理由と
して韓国では、①15歳以上人口に占める非労働力人口の
割合が高いこと、②非正規労働者の割合が高いこと、③
自営業者の割合が高いこと等が挙げられる。

韓国政府は、既存の失業率が労働市場の実態を十分に
反映していないと判断し、2015年から毎月発表する「雇
用統計」に、失業率と共に「拡張失業率」を公表してい
る。「拡張失業率」は国が発表する失業者に、潜在的な失
業者や不完全就業者（週18時間未満働いている者）を加
えて失業率を再計算したものである。このような計算方
式によって算出された2022年1月時点の15～29歳の拡
張失業率は、19.7％に至っている。一般的な失業率 7.7％
を 2.5 倍も上回る数値である。

上述の拡張失業率から若者の 5 人のうち 1 人が失業状
態であることがうかがえる。なぜ若者の失業率はここま
で高いだろうか。

韓国における雇用状況が改善されておらず、若者の多
くが労働市場に参加していない理由としては、低成長が
ニューノーマルになったことにより成長と雇用の連携が
弱まったことと、労働市場の「二重構造」」（labor market 
dualization）が拡大していること等が挙げられる 4。1997
年のアジア経済危機以前は 10％前後であった経済成長

3 企業別に「適性検査」を実施して判断。

4 一次労働市場は、相対的に高い賃金、良い労働環境、
高い雇用の安定性、労働組合による保護、制度化され
た労使関係、長期的な雇用契約、内部労働市場による
労働力の補充などで特徴づけられることに比べて、第
二次労働市場は、相対的に低い賃金、劣悪な労働環境、
不安定な雇用、制度化されていない労使関係、外部労
働市場による労働力の補充などで特徴づけられる。

図 1　韓国における大学進学率
（出所）　韓国統計庁より筆者作成、最終利用日 2022 年 10 月 10 日
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率は、その後低下し続け、最近は 2 ～ 3％に留まってい
る。さらに、2020年には新型コロナウイルスの影響で－
0.9％まで低下した。大学を卒業すると就職や正規職が当
たり前だった 386 世代とは状況が大きく変わり、安定的
な仕事を得ることが難しくなったのだ。

また、大企業、正規労働者、労働組合のある企業など
の一次労働市場と、中小企業、非正規労働者、労働組合
のない企業などの二次労働市場の格差が拡大したことも
若者が労働市場への参加を躊躇する要因になっている。
つまり、韓国では大企業と中小企業、正規労働者と非正
規労働者の間で賃金格差が大きいため、若者の多くは一
次労働市場に入るための手段として「学歴」を選択し、
高卒者の約 7 割が大学に進学している。

2021 年 3 月に中小企業研究院が発表した報告書 5 によ
ると、2019 年時点の常用労働者 5 ～ 499 人企業の 1 人当
たりの 1 カ月平均賃金は 338 万ウォン（約 34.2 万円 6）
で、常用労働者 500 人以上企業の 579 万ウォン（約 58.5
万円）の 59.4％水準であることが明らかになった。この
結果は 20 年前の 1999 年の 71.7％を 12.3％ポイントも下
回る数値であり、大企業と中小企業の賃金格差が拡大し
たことが分かる。

しかしながら、一次労働市場の需要量は供給量を大き
く下回るため、大卒者の一部だけが一次労働市場に進入
できる機会を得ている。学歴による差別性がなくなり、
学歴だけで一次労働市場に入ることが難しくなると、若
者は労働市場において差別性を持つ手段として「スペッ
ク」を選択することになった。つまり、スペックを多く
準備した方が一次労働市場に参加できる確率が高いた
め、若者の多くは就職浪人をしてまでもスペックを準備
しようとしている（4 年制大学の平均卒業期間は 4 年 3.7
カ月、平均休学期間は 1 年 11.9 カ月（男性 2 年 3.8 カ月、
女性 1 年 3.4 カ月 7））。これが上述した若者の「拡張失業

率」を高めた主な要因である。
さらに、新型コロナウイルスの発生以降、若者の就職

環境は以前より厳しくなった。多くの企業で新卒採用の
規模を縮小し、新規採用を一時中断する企業まで現れた
からだ。

新型コロナウイルスが起きる前には韓国の狭い労働市
場を離れて、海外の労働市場にチャレンジする若者が毎
年増加していた。韓国産業人力公団によると、海外就業
者数は2013年の1,607人から2019年には6,816人まで増
加した（表1）。史上最悪とも言われた日韓関係の中でも
日本への就職者は増え、海外就業者の 3 割以上（36.2％）
が海外の就職先として日本を選択した。しかしながら、
新型コロナウイルスはこのような選択肢さえ奪ってし
まった。

このような厳しい状況の中で若者の多くは「公務員志
望」に頼っている。しかしながら、公務員になるのも簡
単ではない。2022年 7月に発表された9級国家公務員採
用試験の最終合格者は6,126人で志願倍率は20.82倍（筆
記試験の志願者数 127,643 人）に達した 8。多くの若者が
公務員浪人をしながらも公務員を目指しているものの、
浪人をしても公務員になれる保障はない。

新型コロナウイルスは今後の韓国の社会、経済をさら
に暗くする可能性が高い。より多くの若者が恋愛、結婚、
出産、就職、マイホーム、人間関係、夢等をあきらめる
立場に置かれてしまうからである。文政権は若者の雇用
を増やすために数多くの雇用対策を発表したものの、多
くの仕事は臨時的・短期的仕事に偏っており、若者の間
ではこのような仕事は「ティッシュインターン」と呼ば
れている。ティッシュのように使い捨てされるからであ
る。

一方、拡張失業率が高いのは、労働の供給側である若
者にも問題がある。つまり、一次労働市場だけを目指し
たり、一攫千金を夢見て仕事を辞める若者が増えてい

5 中小企業研究院（2021）「大・中小企業間労働市場格差
変化分析」。

6 2022 年 1 月～ 9 月までの平均為替レート 1 円は 9.896
ウォンを適用。以下同一。

7 統計庁（2022）「2022 年 5 月経済活動人口調査青年層
付加調査結果」

8 最近、公務員試験の志願者数は減少傾向にある。

表 1　国別海外就業者
年度 合計 日本 アメリカ シンガポール オーストラリア UAE 中国 カナダ ベトナム インドネシア ドイツ その他
2013 1,607 296 97 116 307 41 76 219 17 34 18 386
2014 1,679 338 118 249 175 50 138 79 72 44 27 389
2015 2,903 632 640 364 75 158 199 58 205 69 73 430
2016 4,811 1,103 1,031 642 353 323 218 56 288 144 64 589
2017 5,118 1,427 1,079 505 385 70 268 65 359 123 78 759
2018 5,783 1,828 1,380 405 397 90 198 86 383 103 88 825
2019 6,816 2,429 1,524 473 340 166 208 122 483 99 86 699

（出所） 　韓国産業人力公団「海外就業国別統計」WORLD JOB＋、最終利用日 2022 年 10 月 20 日、https://www.worldjob.or.kr/ovsea/ovrs 
Advce.do?menuId ＝ 1000000046
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る。統計庁（2022）によると、2022 年 5 月時点の 15 ～
29歳の平均勤続期間は1年6.8カ月に過ぎない。「青年パ
ネル調査」の12年間のデータを利用して若者の離職につ
いて分析したハンガンフン（2020）によると、若者就業
者のうち半分以上の50.2％が 1年以内に、18.9％が 1～ 2
年以内に仕事を辞めていることが明らかになった。1 年
以内に退社する割合を最終学歴別にみると、4 年制大学
卒業者が 54.4％で最も高かった。

このように若者の労働市場離れが目立っている中で、
それでも若者に人気があるのは大企業と公務員であっ
た。男性に比べて女性の大学進学率等学歴が低かった時
代には大企業に採用される割合や公務員に合格する割合
は男性が圧倒的に高かった。また、今でも多くの企業で
は男性が選好されている。サラムイン（2022）によると、
企業の人事担当者の 55.1％が採用時に相対的に選好する
性別があると答えており、選好する性別は男性が 73.6％
で女性の 26.4％を 2.8 倍も上回った。男性を選好する理
由（複数回答）は、「男性に適合した職務が多くて」が
70.2％で最も高く、次いで、「夜勤や出張を頼むのに負担
が少なくて」（25.7％）、「組織適応能力がより優れている
ので」（21.6％）、「育児休職等による業務の断絶がないか
ら」（18.2％）の順であった。求職者に対する調査でも
84.7％が就職に有利であるのは「男性」だと答えた。

しかしながら企業の選好とは逆に求職者のスペックは
男性より女性が優秀であった。まず、大学のGPA（4.5満
点基準）は女性が平均 3.7 点で男性の平均 3.6 を上回っ
た。さらにGPAが 4.0以上の割合は女性が74.3％で男性
の 62.0％を大きく上回っていることが確認された。
TOEICの点数も女性が平均818点で男性の平均796点よ
り高く、800点以上の割合も女性が66.8％で男性の58.3％
を上回った。資格証を 6 個以上保有している割合も女性
が 37.4％で男性の 31.2％より高い。

にもかかわらず女性は男性より採用されず労働市場に
不信感を感じることになった。一方、男性は実力で労働

市場に参入し続ける女性に危機感を感じると共に労働市
場でのポストを少しずつ奪われた。実際、企業より男女
差別が低いと言える公務員試験の合格者の男女割合を見
ると、2022 年の 9 級公務員の合格者 6,126 人のうち、女
性の割合は 54.1％で男性を上回った。

第 2節　女性の労働市場参加の現状

韓国における女性の労働力率は女性の大学進学率が上
昇し、積極的雇用改善措置制度等男女間の不平等を解消
するための制度等が施行されたことにより継続して上昇
している。統計庁の「経済活動人口」によると2000年に
48.8％であった韓国女性の労働力率は2021年には53.3％
まで上昇しており、同期間における男性の労働力率との
差は 25.6％ポイントから 19.3％ポイントに縮まった（男
性の労働力率は 2000 年 74.4％、2021 年 72.6％、図 2）。

男女間の労働力率を学歴別にみると、男女ともに中卒
以下の労働力率は低下していることが確認された。一
方、男性は高卒以上も労働力率が低下している傾向を見
せていることに比べて、女性は高卒以上の労働力率が上
昇している傾向であることが明らかになった。

次は就業率を見てみよう。20 代の就業率は、男性は
2000 年の 66.2％から 2021 年には 55.1％に低下したこと
に比べて、女性は同期間に 54.9％から 59.6％に上昇し、
男女間の就業率が逆転（2011 年の 20 代の就業率は男性
が 58.1％、女性は 58.6％）した（図 3）。しかしながら
2021 年時点の 30 代女性の就業率は 61.3％で 2000 年の
52.6％と比べると上昇したものの、30 代男性の就業率
88.0％とは大きな差を見せた。晩婚化の影響もあり30代
の多くの女性が出産や育児で労働市場を離れているから
であり、このような傾向は男女・年齢階層別労働力率を
見るとより明確だ。図 4 は 2000 年と 2021 年における男
女・年齢階層別労働力率を示しており、男性の年齢階層
別労働力率は2000年と2021年共に逆U字型になってい
ることに比べて、女性の2021年の年齢階層別労働力率は

図 2　20 代の男女・学歴別就業率
（出所）　統計庁「経済活動人口」より筆者作成、最終利用日 2022 年 10 月 10 日
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2000年と比べてM字型が少し解消されているものの、30
代以降の労働力率は男性と比べて大きく低い水準である
ことが分かる。

一方、女性の大学進学率が男性を上回っているにもか
かわらず、大卒女性の就業率は男性を下回っている。韓国
の教育部と韓国教育開発院が発表した「2020 年高等教育
機関卒業者就業統計」によると大卒以上の者の就業率は
65.1％で 2011 年以降最低値を記録した。女性の就業率は
63.1％で男性の 67.1％より 4％ポイントも低く、2016 年以
降その差が少しずつ広がっている（女性大卒者の就業率
は男性と比べて 2016 年 2.6％ポイント、2017 年 3.0％ポイ
ント、2018年3.6％ポイント、2019年3.8％ポイント低い）。

大卒女性の就業率が男性に比べて低い理由としては統
計的差別がまだ残存していることが考えられる。統計的

差別とは、差別を行う意図がなくても、過去の統計デー
タに基づいた合理的判断から結果的に生じる差別をい
う。つまり、まだ韓国の一部の企業は、「〇割の女性が出
産を機に仕事を辞める、女性の〇割は専業主婦になるこ
とを望んでいる」といった統計データに基づいて採用を
行っており、統計的差別が発生している。また、女性は
産休や育休を取得するケースが多いことや、結婚や出産
によって退職する場合もあるという統計を見て採用を躊
躇する企業もある。他方、大学進学の目的が、就職より
は将来の結婚相手を見つけるという姿勢がある女性がい
ることも、大卒女性の就業率が男性より低くなっている
理由の一つであろう。2021年現在の韓国の就業率を他の
OECD諸国と比較すると、38か国中、男性は75.2％で19
位（図5）であるが、女性は57.7％で31位（図6）となっ

図 3　20 代の男女別就業率
（出所）　統計庁「経済活動人口調査」より筆者作成、最終利用日 2022 年 10 月 10 日
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図 4　男女・年齢階層別労働力率（2000 年、2021 年）
（出所）　統計庁「経済活動人口調査」より筆者作成、最終利用日 2022 年 10 月 10 日

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

男性（2000） 女性（2000） 男性（2021） 女性（2021）

（％）



－29－

ている。日本の男性 84.1％、女性 71.5％と比べても大き
な差があり、特に女性の方が差が大きい。

また、韓国はOECD加盟国の中で男女間の賃金格差が
最も大きい国である。2021年の男性の賃金水準は女性と
比べて 31.1％高く、日本の 22.1％や OECD 平均 12.0％を
大きく上回る（図 7）。

チェスクヒ（2022）は、韓国の男女間の賃金格差が高
い主な理由として、経歴断絶とガラスの天井（Glass 
Ceiling）を挙げた。韓国政府が積極的雇用改善措置等を
施行したことにより、大企業における経歴断絶やガラス
の天井は少しずつ改善されてきたものの、積極的雇用改
善措置が適用されない多くの中小企業ではまだ改善の余

図 5　OECD加盟国の就業率（男性）
（出所）　OECD Data “Employment rate” より筆者作成、最終利用日 2022 年 8 月 30 日
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図 6　OECD加盟国の就業率（女性）
（出所）　OECD Data “Employment rate” より筆者作成、最終利用日 2022 年 8 月 30 日
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図 7　OECD加盟国の男女別賃金格差（男性の賃金が女性よりどのぐらい高いのか）
注）（　）の中は調査年

（出所）OECD Data “Gender wage gap” より筆者作成、最終利用日 2022 年 10 月 21 日
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地が見えず賃金格差が残存している。さらに、チェスク
ヒ（2022）は、OECD 加盟国のデータを用いて女性の育
児休職期間が長いほど男女間の賃金格差は小さいという
分析結果を出した。育児休職の安定性が経歴断絶を防
ぎ、賃金格差を減らすという意味として解釈できる。経
歴が断絶されると雇用形態が正規職から非正規職に変わ
り賃金水準も大きく低下すると共に育児休職の安定性も
下がることになるだろう。

最近、韓国では男女ともに非正規労働者の割合が増加
傾向にある。金明中（2022）によると、韓国における非
正規労働者の割合は 2007 年以降減少し続け 2015 年には
32.0％で、本格的に調査を始めた2004年以降最も低い水
準となったものの、その後は再び増加し、2021 年 8 月の
非正規労働者の割合は38.4％まで上昇している。さらに、
同時点における女性の非正規労働者の割合は 47.4％で男
性の31.0％を大きく上回っている（図8）。2021年時点の
非正規職労働者の時間当たり賃金総額は 15,482 ウォン

（1,564 円）で正規労働者の 21,230 ウォン（2,145 円）の
72.9％水準にとどまっている。

第 3節 　男女間の雇用格差等を解消するための
「積極的雇用改善措置制度」の概要と成果

韓国政府は男女間における雇用の格差等を解消する目
的で2006年に積極的雇用改善措置制度を導入した。しか
しながら、この制度によるクォーター制の導入以降男女
間の対立は激しくなり始めた。

積極的雇用改善措置制度とは、積極的措置（Affirma-
tive Action）を雇用部門に適用した概念で、政府、地方
自治体及び事業主などが現存する雇用上の差別を解消

し、雇用平等を促進するために行うすべての措置やそれ
に伴う手続きを言う。つまり、積極的雇用改善措置制度
は同一業種の他企業に比べて女性を著しく少なく雇用し
た場合、また女性管理者比率が低い企業に対して間接差
別の兆しがあると判断し、すべての人事管理過程を
チェックし改善策を企画・樹立する制度である。

当制度は、導入当時（2006 年 3 月）には常時雇用労働
者 1,000 人以上の事業所に義務づけられていたが、2008
年 3 月からは適用対象が同 500 人以上の事業所や政府関
連機関まで拡大され、現在に至っている。適用対象の拡
大により、積極的雇用改善措置の事業所数は2006年制度
導入時の 546 事業所から 2020 年には 2486 事業所まで増
加した。

当制度の主な内容は、（1）対象企業の男女労働者や管
理者の現状を分析すること、（2）企業規模及び産業別に
おける女性や女性管理職の平均雇用比率を算定するこ
と、（3）女性従業員や女性管理職比率が各部門別におい
て平均値の 70％（2014 年までは 60％）に達していない
企業を把握、改善するように勧告することであり、対象
企業は毎年 3 月末に雇用改善の目標値や実績、そして雇
用の変動状況などを雇用労働部に報告することが義務づ
けられている。積極的雇用改善措置制度の主な流れは図
9 の通りである。

企業から提出された報告書は雇用平等委員会が検討
し、女性の雇用実績が優れた企業は『男女雇用平等優秀
企業』として選定、表彰を行う。また、優秀企業に選定
された企業に対しては次のようなインセンティブ措置を
講じている。
・ 3 年間「男女雇用平等の優秀企業の認証マーク」の使

図 8　韓国における非正規労働者の割合や対前年比増減率（男女別）
（出所）　統計庁「経済活動人口調査」各年より筆者作成。最終利用日 2022 年 3 月 12 日。
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用を許可
・ 地方労働局で実施する労働関連法の違反に関する随時

点検の免除
・ 政府主催の入札に参加した時に加点（0.5 点）を付与
・ 中小企業庁主催の入札に参加した時に加点（0.5点）を

付与
・ 従業員の職業能力開発を支援する能力開発費用の貸出

制度を優秀企業の従業員に優先的に提供
・ 女性の雇用環境改善のための資金融資事業、勤労福祉

公団の勤労奨学事業、中小企業福祉施設融資事業を優
秀企業に優先的に適用

・ 優秀企業を紹介する冊子を制作し全国に配布したり、
マスコミやインターネットを通じて優秀企業について
の広報を実施

図 10　韓国における積極的雇用改善措置の対象企業の女性従業員比率と女性管理職比率
（出所）雇用労働部（2020）「2020AA 男女労働者現況分析報告書」より筆者作成
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図 9　積極的雇用改善措置の全体的な進行手順
（出所）　労使発展財団ホームページより筆者作成
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では、韓国における積極的雇用改善措置制度はどのぐ
らい効果を上げているだろうか。まず、対象企業の女性
従業員比率は 2006 年の 30.8％から 2020 年には 37.7％に
6.9％ポイント高くなった。また、同期間における対象企
業の女性管理職比率も 10.2％から 20.9％と 2 倍以上に
なった（図 10）。この結果だけを見ると、積極的雇用改
善措置はある程度効果があったように見える。しかしな
がら、積極的雇用改善措置制度は、前述の通り常時雇用
労働者 500 人以上の中堅企業や政府関連機関等だけが対
象になっており、全企業数の 99.9％を占めている中小企
業に対する改善措置は行われていない。制度の施行によ
り女性の雇用環境が以前と比べて改善されてはいるが、
まだすべての企業まで定着しているわけではない。一
方、積極的雇用改善措置制度のクォーター制により昇進
ができなかった男性の間では不満の声が出始め、男女間
の対立は激化し始めた。

第 4節 　女性活躍や出生率改善のために「パパ育
児休業ボーナス制度」を施行

韓国政府が積極的雇用改善措置等男女間の不平等を解
消し女性がより活躍できる社会を構築するための政策を
実施したことにより、男女間の不平等は少し改善された
ものの、まだ育児や家事は女性が担当することが多く、
女性活躍や出生率改善の妨げとなっている。韓国統計庁
の「2019年生活時間調査結果」によると、2019年の男性
の平日の家事労働時間は 48 分であり、2014 年より 9 分
増加したものの、女性の 190 分を大きく下回っている。
その影響もあり韓国の 2021 年の出生率は 0.81 で、2020
年の 0.84を更に下回り、統計を発表して以降最も低い数

値を記録した。
出生率の低下が続く中で韓国政府は男性が育児や家事

をより分担し、女性の負担を減らすことにより出生率を
改善する目的で 2014 年 10 月から「育児休業給付金」の
特例制度である、いわゆる「パパ育児休業ボーナス制度」
を施行している。「パパ育児休業ボーナス制度」は、同じ
子どもを対象に2回目に育児休業を取得する親（実際に、
2 回目は父親が取得することが多い（90％）ので、通称

「パパ育児休業ボーナス制度」と呼ばれている）に、最初
の 3 カ月間について育児休業給付金として通常賃金の
100％を支給する制度だ 9。

更に「パパ育児休業ボーナス制度」では、最初の 3 カ
月間の支給上限額は1カ月250万ウォン（252,627円）に
設定されており、それは 1 回目に育児休業を取得する際
に支給される育児休業給付金の上限額（1カ月150万ウォ
ン（151,576 円））よりも高い。その結果、2002 年におけ
る男性の育児休業取得者数は78人で、取得者に占める割
合はわずか 2.1％に過ぎなかったが、2021 年には 29,041
人となり、取得者に占める割合も 26.3％まで上昇した

（2022年第1四半期に育児休業を取得した男性は7,993人
で前年同期比 25.6％増加、図 11）。育児休業を取得して
も高い給与が支払われるので、特に中小企業で働いてい
る子育て男性労働者を中心に「パパ育児休業ボーナス制
度」を利用して育児休業を取得した人が増加したと考え

図 11　男女別育児休業取得者と全育児休業取得者のうち男性が占める割合
（出所）雇用労働部（雇用保険 DB 資料）から筆者作成
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9 韓国における通常賃金は、基本給と各種手当で構成さ
れており、変動性の賃金（手当）は除外される。通常
賃金は、時間外・休日労働手当や退職金を計算するた
めの基準となる。
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られる。実際、2020年における育児休業取得者数の対前
年比増加率は、従業員数 30 人以上 100 人未満企業が
13.1％で最も高い（従業員数 10 人以上 30 人未満企業は
8.5％、従業員数 300 人以上企業は 3.5％）。

2022年からは「パパ育児休業ボーナス制度」が改正さ
れ、適用対象が既存の全ての子供から、産まれてから12
カ月以降の子供に変更され、父母が順次的に（必ず母親
と父親の取得期間がつながる必要はない）育児休業を取
得した際に適用される。適用対象を変更した理由は、
2022 年から育児休業制度の特例として「3 ＋ 3 親育児休
業制度」が施行されるからである。
「3＋3親育児休業制度」とは、生まれてから12カ月以

内の子供を養育するために父母が同時に育児休業を取得
した場合、最初の 3 カ月間について育児休業給付金とし
て父母両方に通常賃金の100％を支給する制度だ（表2）。

2021 年までの「パパ育児休業ボーナス制度」では、父
母の両方が育児休業を取得した場合、先に取得した人に
は通常賃金の80％が支給されていた。また、2022年から
は育児休業を取得してから4～12カ月の間に支給される
育児休業給付金が既存の通常賃金の 50％から通常賃金
の 80％に改善された。韓国政府はこの制度の施行によ
り、男性の育児休業取得および育児への参加時間は、現
在より増加すると期待している。

第 5節 　「女性徴兵論」が台頭する等男女間の対立
がさらに激化

韓国での男女間の対立は「女性徴兵論」の議論まで広
がった。2021年の4月19日の青瓦台（大統領府）のホー
ムページには「男性だけでなく、女性も兵役に就くべき」

と訴える国民請願が掲示され、29 万人以上が賛同した。
請願の内容は次の通りである。
「出生率の低下と共に韓国軍は兵力の補充に大きな支

障が生じています。その結果、男性の徴兵率は 9 割近く
まで上昇しました。過去に比べて徴兵率が高くなったこ
とにより、兵役に不適切な人員さえ無理やりに徴兵の対
象になってしまい、軍の全体的な質の悪化が懸念される
ところです。これに対する対策として、女性も徴兵の対
象に含め、より効率的に軍を構成すべきだと思います。
すでに将校や下士官候補として女性を募集していること
を考慮すると、女性の身体が軍の服務に適していないと
いう理由で女性を兵役の対象にしないことは言い訳にし
か聞こえません。さらに、現在は過去の軍隊とは異なり、
近代的で先進的な兵営文化が定着されていると存じてお
ります。女性側もこの点はすでに把握しており、多くの
コミュニティを見た結果、過半数の女性が女性の徴兵に
ついて肯定的な考えを持っていることを確認しました。
男女平等を追求し、女性の能力が男性に比べて決して
劣ってはいないことを皆が認識している現代社会で、男
性だけに兵役に服する義務を課すことは非常に後進的で
女性を卑下する発想だと思います。女性は保護すべき存
在ではなく、国を守ることができる頼もしい戦友になり
得ます。したがって、政府には、女性のための徴兵制導
入を検討していただくことを願います」

青瓦台のホームページに投稿された請願の賛同者数が
20万人を超えると、青瓦台は公式的な立場を表明する必
要がある。そこで、青瓦台は2021年 6月 18日、「女性徴
兵制導入の検討要求」に関連する請願について、「女性徴
兵制は兵力の補充に限った問題ではなく、様々な争点を

表 2　韓国における育児休業給付金の概要
給付対象 育児休業給付金

育児休業制度
8 歳以下又は小学校 2 年生まで
の子を養育する親（取得期間は
1 年）

・育児休業を取得している期間に通常賃金の 80％を支給
　（月額給付上限は 150 万ウォン≒ 157,950 円）
　（月額給付下限は 70 万ウォン≒ 73,710 円）
・ 但し、育児休業給付金の 25％は職場復帰してから 6 カ月後に一時金とし

て支給

3＋3親育児休業制度（育
児休業制度の特例、2022
年度～）

誕生後12カ月以内の子どもを養
育するために、同時に育休を取
得する父母

・最初の 3 カ月は通常賃金の 100％を支給
→母3カ月＋父3カ月：月額給付上限はそれぞれ300万ウォン≒315,900円）
→母2カ月＋父2カ月：月額給付上限はそれぞれ250万ウォン≒263,250円）
→母1カ月＋父1カ月：月額給付上限はそれぞれ200万ウォン≒210,600円）

パパ育児休業ボーナス制度

（～ 2021 年度）
育休取得をした子どもについ
て、2 回目の育休を取得する親

・最初の 3 カ月は通常賃金の 100％
　（月額給付上限は 250 万ウォン≒ 263,250 円）
※ 父母の両方が育児休業を取得した場合は、先に取得した人に通常賃金の

80％を支給
・続く 4 ～ 12 カ月は、通常賃金の 50％
　（月額給付上限は 120 万ウォン≒ 126,360 円）

（2022 年度～）
育休取得をした誕生後12カ月以
降の子どもについて、2回目の育
休を取得する親

・最初の 3 カ月は通常賃金の 100％
　（月額給付上限は 250 万ウォン≒ 263,250 円）
・続く 4 ～ 12 カ月は、通常賃金の 80％
　（月額給付上限は 150 万ウォン≒ 157,950 円）

（出所）　韓国雇用保険ホームページ「育児休職」より筆者作成
　　　　https://www.ei.go.kr/ei/eih/eg/pb/pbPersonBnef/retrievePb0302Info.do
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含んでおり、国民の共感と社会的合意など十分な議論を
経て慎重に決定すべき事案です。また、女性徴兵制が実
際に導入されるためには軍の服務環境、男女平等な軍組
織文化への改善などに関する総合的な研究と事前準備が
十分に行われなければなりません」と立場を示した。

韓国には現在約60万人の軍人がおり、軍人の大部分は
徴兵制に依存している。1953年に韓国戦争が休戦してか
ら北朝鮮と対峙している韓国では、男性の兵役義務が憲
法で定められ、すべての成人男性は、一定期間軍隊に所
属し国防の義務を遂行することになっている。つまり、
韓国の男性は、満 18 歳で徴兵検査の対象者となり、満
19歳になる年に兵役判定（軍隊に行くか行かないか、ど
こで兵役の義務を遂行するか等の判定）検査を受ける。
2021 年の入隊者 97,649 人のうち、満 21 歳以下の入隊者
割合は 8 割を超えている 10。

検査は、心理検査と身体検査が行われ、検査結果に資
格、職業、専攻、経歴、免許等の項目を反映してから最
終等級（1 級～ 7 級）を決める。判定の結果が 1 ～ 3 級
の場合は「現役（現役兵）」として、4 級の場合は「補充
役（社会服務要員、公衆保健医師、産業機能要員等」と
して服務する。一方、5 級は「戦時勤労役（有事時に出
動し、軍事支援業務を担当）」、6 級は「兵役免除」、7 級
は「再検査対象」となる。

兵役の期間は 1953 年の 36 カ月から段階的に減り、現
在は 18 ～ 21 カ月まで短縮された。月給も 1970 年の 900
ウォンから2022年には 67万 6,100ウォン（約68,321円、
兵役は義務なので最低賃金が適用されない。参考までに
2022年の最低賃金は1時間 9,160ウォン（約926円）で、
月209時間基準で191万4,440ウォン（約19万3,456円））
に大きく引き上げられた。

兵役の期間も短くなり、給料水準も改善される等服務
環境は大きく改善されたものの、若者は兵役を嫌がる。
若者が兵役を嫌がる理由は、厳しい訓練、体罰、命令・
服従等の縦社会への抵抗感、時間や行動の制限、学業が
中断され就職が遅れるという不安感、集団生活や軍隊施
設への不慣れ、軍隊にいる間に恋人が変心する可能性が
高いなど様々だ。親たちも子どもの兵役期間中に戦争で
も起きるのではないか、事故により怪我でもするのでは
ないかという心配で除隊するまで不安でたまらない。

特に兵役中の若者の最大の懸念は兵役の義務を終えた
後の進路、つまり「就職」のことである。昔は、6 級以
下の公務員採用試験で、2 年以上兵役の義務を果たした
人には得点の5％、2年未満の兵役の義務を果たした人に

は3％を加算する「軍加算点制度」が実施（1961年から）
されていた。しかしながら、この制度は兵役の義務がな
い女性に対する差別につながるとして論議を呼び、1999
年に憲法裁判所で違憲と決定されてから廃止された。

その後、女性の学歴上昇と男女平等を目指す機運の高
まり、そして「積極的雇用改善措置」等女性の労働市場
参加を支援する制度の実施により、女性の労働市場参加
は増え続ける一方、兵役の義務を終えた20代男性を含め
た若い男性の就職は益々厳しくなっている。

そこで、若い男性を中心に兵役を果たした人に、ある
程度のインセンティブを提供する「軍加算点制度」の復
活を主張する意見が継続して提起されている。そして、
1999 年に「軍加算点制度」が廃止されてから、兵役義務
者に対する補償問題がジェンダーの論争に発展し、女性
も兵役の義務を負うべきだという「女性徴兵論」に賛同
する男性が増えている。

このような状況の中で、2022年 3月に行われた大統領
選挙への出馬を表明していた与党「共に民主党」の朴用
鎮（パク・ヨンジン）議員は2021年 4月に出版した著書

『朴用鎮の政治革命』で現行の徴兵制を募兵制に切り替
えることや、男女問わず40～100日間の軍事訓練を義務
付ける「男女平等服務制」等を提案して注目された。実
際に実現される可能性は低いが、当時与党離れしていた
20 代男性の歓心を買うには十分なネタであった。

2021 年に国防部（日本の防衛省に当たる）は、「女性
徴兵制」の導入に対して、事実上「時期尚早だ」との立
場を表明しており、すぐさま「女性徴兵論」が韓国で実
現されることはないと考えられる。

しかしながら、政権が交代され、2024年の国会議員の
選挙を迎えている中、「女性徴兵論」の実施以外にも兵役
の義務を終えた 20 代男性に対する補償を含めた多様な
対策が今後拡大・実施される可能性が高い。

結びに代えて

1982 年に韓国で生まれた女性が生きていく過程で経
験する差別や苦悩を描いた韓国映画『82 年生まれ、キ
ム・ジヨン』が2019年10月に韓国で公開され、累計367
万人の観客動員数を記録した。原作や映画では、女性が
育児と仕事を両立することがなかなか難しい韓国企業の
風土や儒教に根差す男性優位主義が残存している韓国の
家族制度の問題点等を女性主人公の生活を通して語って
いる。但し、20代を中心とする若い男性の中には原作や
映画に否定的な反応を見せた人も少なくなかったそう
だ。もしかすると、彼らは、韓国政府が2000年代半ばか
ら推進してきた女性活躍推進政策等により、過去と比べ
て労働市場に参入することや企業で昇進・昇格すること
が難しくなったことを恨んでいるのかも知れない。

男女間の対立は暴言や暴行、そして国民請願までつな

10 年齢別入隊者と構成比：19 歳 1,902 人（1.9％）、20 歳
61,637 人（63.1％）、21 歳 21,096 人（21.6％）、22 歳
5,984人（6.1％）、23歳 2,735人（2.8％）、24歳 1,479人

（1.5％）、25 歳以上 2,816 人（2.9％）
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がっている。2020 年 5 月には韓国・ソウル駅では 30 代
の女性が身元不詳の男性から昼間に暴行を受けた。ま
た、2021年 4月には青瓦台のホームページ 11 に「男性だ
けでなく、女性も兵役に就くべき」と訴える国民請願が
掲示された。さらに、ネット上には、ハンナムチュン（韓
男虫、韓国男性を虫だと卑下する言葉）、キムチ女（デー
トや恋愛、結婚における経済的な負担をすべて男性に依
存するような女性を侮蔑する言葉）、マムチュン（マム

（Mom）とチュン（蟲）の合成語で、しつけがされてい
ない子どもの母親を卑下する言葉）等お互いを嫌悪する
言葉があふれている。

国家人権委員会（2020）12 の調査結果によると、回答者
の82％が韓国社会の差別問題が深刻であると答えた。さ
らに差別が最も深刻な部門として「性」差別（40.1％）が
挙げられた（2 位は「雇用形態」36.0％、3 位は「学歴・
学閥」32.5％、図 12）。

韓国社会における男女間の対立は、韓国社会で相変わ
らず家庭や社会の既得権を持っており、家父長制的な価
値観を持っている男性中年層と、社会的地位向上により

「脱・家父長制」と「男女平等」を主張する女性中年層の
対立から、労働市場に参加するための、また、一次労働
市場に入るための若者世代の男女の「生存の戦い」まで
広がっている。特に、若者の場合は386世代とは異なり、
就職をするために学業に邁進し、スペックを積んでいる
にもかかわらず就職ができず、多くの若者が非正規職と
してキャリアをスタートしている。

このような状況の中で、若者の多くは「公正」を何よ
りも大事だと考えている。特に、国が作った制度により
自分たちが差別あるいは排除され、特恵や不正のような
不公正を経験することになると、鬱憤を感じ、政権に対
抗することになった。その代表的な例は2022年3月に行

われた第 20 代韓国大統領選挙の結果からも確認できる。
満18～29歳と30代の男性においては、女性家族部の廃
止を発表した「国民の力」の尹錫悦氏を支持する割合が
高かったこととは逆に、満18～29歳と30代の女性の間
では、女性家族部の拡大・改編を主張した「共に民主党」
の李在明氏の支持率がより高かった。40 代と 50 代には
進歩・改革系の政治的スタンスを、60代以降は保守系の
政治的スタンスを持っている人が多いことに比べて、30
代未満の若者は自分たちの生存に有利な政策を主張する
人を支持する傾向が強く表れたのだ（表 3）。

最近は女性の学歴水準が上昇し、労働市場で活躍して
いる女性が増加している。また、過去とは異なり、女性
労働者に対する認識も変わっており、さらに女性の活躍
を支援するための制度も十分だとは言えないが少しずつ
整備されてきている。しかしながら女性がより活躍でき
る社会を構築するために残された課題はまだ多い。過去
に比べて女性雇用に対する使用者差別 13 や統計的差別が
減少しているとは言え、欧米に比べて韓国の経営者には
まだ使用者差別や統計的差別という意識が強く残存して
いる可能性が高い。その結果は本文で取り上げたOECD
データからも間接的に確認できる。従って今後韓国政府
は女性がより活躍できる社会を構築する必要がある。し
かしながら、女性に偏った対策を推進すると男性、特に
若い男性が差別を主張しながら対抗する可能性が高い。
男性の不満を最小化しながら、女性がより活躍できる社
会を構築するのが韓国政府の課題だと言える。韓国政府
が男女間の対立を解決するためにどのような対策を実施
するのか今後の対策に注目したい。

11 http://19president.pa.go.kr/petitions/597687
12 調査期間：2020 年 4 月 22 ～ 27 日、調査対象：全国の

満 19 歳以上の男女 1,000 人

図 12　韓国社会における最も大きな差別
（出所）　国家人権委員会（2020）「2020 差別に対する国民認識調査」

13 「使用者差別仮説とは、使用者は女性労働者に対して
差別的嗜好を持っているため利潤を犠牲にしてでも ,
女性の雇用比率を下げようとする ｡ その結果として、
労働市場では男女間賃金格差が発生するという仮説で
ある ｡」佐野晋平（2005）「男女間賃金格差は嗜好によ
る差別が原因か」『日本労働研究雑誌』No. 540
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表 3　第 20 代韓国大統領選挙性・年齢階層別出口調査結果

（出所）　韓国放送公社ホームページ　2022 年大統領選挙出口調査結果（2022 年 3 月 9 日）
　　　　https://news.kbs.co.kr/special/election2022/president/exit_poll.html

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

李在明 47.8 46.5 49.1 36.3 58.0 42.6 49.7 61.0 60.0 55.0 50.1 30.2 31.3

尹錫悦 48.4 50.1 46.6 58.7 33.8 52.8 43.8 35.2 35.6 41.8 45.8 67.4 66.8

男性 女性

60歳以上満18～29歳 30代 40代 50代

全体


